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（注意） 
１．問題冊子（表紙を含む）は３枚です。 
２．問題冊子は指示があるまで開かないで下さい。 
３．問題冊子と下書き用紙は持ち帰って下さい。 
４．解答は、鉛筆、シャープペンシル、ペン、ボールペンのいずれで記入して

も構いません。 
５．問題１と問題２の解答は、別々の解答用紙に記入してください。 
 



平成 25 年度（2013 年度）金沢大学大学院法務研究科入学試験問題 

 

試験科目 私     法 

 
※ 問題１と問題２の解答は、それぞれ別の解答用紙を用いること。 

 
問題１ つぎの事例を読んで、あとの（問１）（問２）に答えなさい。 

 

 妻Ａは、夫Ｂの農業経営を手伝っていた。Ｂは、毎年、「甲」という農業機械を、Ｃ会

社から借りていたが、その手続は、長年、Ａにおこなわせていた。 

 平成２２年○月○日、Ｃ会社の担当者Ｄは、Ａに対して、「毎年借りていただいている

甲農業機械につき、新製品がでましたよ。今であれば、安く販売できるので、今後借り続

けるよりもきっとお得ですよ。」と持ちかけた。Ａは、農業機械については自分に権限が

あるものと思っていたので、この件について、Ｂに何ら相談することなく、当該機械をＢ

名義で５００万円で購入し、後日、引渡しも受けた。 

 しばらくたっても、５００万円の支払いがなされないので、ＣはＢに対して支払いを求

めた。しかし、Ｂは「自分は関与していない」と言い、支払いを拒んでいる。 

 

（問１） 

Ｃは、誰に対して、どのような請求をなし得るか。その法的根拠を示しつつ論じなさい。 

（問２） 

Ｂが死亡した場合は、どうか。最高裁判例の立場に立って、論じなさい。なお、Ｂの法

定相続人はＡのみとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
問題２ つぎの事例を読んで、あとの（問１）（問２）に答えなさい。 

 

 アミューズメント事業部門（主としてゲームセンターの運営事業）とホテル事業部門を

有するＹ株式会社（以下、「Ｙ社」とする。）は、それぞれの事業部門を別会社として経営

することにした。そこで、Ｙ社は、新設分割の方法で、ホテル事業部門をＡ株式会社（以

下、「Ａ社」とする。）に承継させた（以下、「本件新設分割」とする。）。本件新設分割計画

には、ホテル事業部門に関する債務はすべてＡ社に承継させる（したがって、本件新設分

割後、当該債務についてＹ社は責任を負わない）旨が記載されていた。 

 本件新設分割において、Ａ社がＹ社に交付した分割対価はＡ社株式のみであり、そのＡ

社株式は、本件新設分割後もＹ社によって保有されている。 

 ベッドの製造・販売を事業とするＴ株式会社（以下、「Ｔ社」とする。）は、本件新設分

割前、Ｙ社に対して、ホテルの室内用ベッドを販売し、その代金債権を有していた。 

 また、業務用ゲーム機器の製造・販売を事業とするＧ株式会社（以下、「Ｇ社」とする。）

は、本件新設分割前、Ｙ社に対して、ゲームセンター向けゲーム機器を販売し、その代金

債権を有していた。 

 Ｙ社の定款には、会社の公告方法（会社法２条３３号）として電子公告による旨が定め

られているが、本件新設分割に際して、Ｙ社は、本件新設分割に異議があれば債権者は一

定の期間内に異議を述べることができる旨を官報に公告した（官報以外には公告していな

い。）。なお、Ｙ社は、Ｔ社およびＧ社がＹ社の債権者であることとそれぞれの債権の内容

を知りながら、本件新設分割に異議があれば一定の期間内に異議を述べることができる旨

をＴ社およびＧ社に催告しなかった。 

 

 

（問１） 

 本件新設分割後、Ｔ社は、Ｙ社に対して代金債権の弁済を請求できるか。また、Ｔ社が

本件新設分割の無効の訴えを提起した場合、その訴えはどうなるか。 

（問２） 

 本件新設分割後、Ｇ社は、Ｙ社に対して代金債権の弁済を請求できるか。また、Ｇ社が

本件新設分割の無効の訴えを提起した場合、その訴えはどうなるか。 

 
 


